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はじめに

人口構造や社会構造の変化、経済力のシフト、そして
テクノロジーの進化により、ビジネス環境は急速に変化の
スピードを速め、各企業においてもその流れに対応するこ
とが求められています。この流れは今後も加速していき、
より予測がしづらい世界となるでしょう。

現在、企業を取り巻く環境に大きな影響を与える要
因として、業務のデジタル化や新型コロナウイルス感染
症（COVID-19）の世界的流行などが挙げられます。
COVID-19の感染は数カ月の間に世界中に拡がり、都市
封鎖や海外渡航の制限が行われた結果、人流や物流が急
激に抑制され、生活や仕事に多大なる影響が発生しまし
た。このように、数年前、数カ月前には予想だにしなかっ
たような非連続的な変化が社会経済の中で生じています。

こういった外部環境の変化を捉え、VUCA*の時代にお
いても企業が生き残っていくためには、ただ単純に戦略や
オペレーティングモデルのみを変革すれば良いというわけ
ではありません。その戦略やオペレーティングモデルを実
行する人々、そしてその人々が属する組織全体が、同じ
方向を向いて進む必要があります。組織文化は、日々の
行動様式や意思決定方法、暗黙のルールなどによって形
作られることから、組織がどの方向に向かうのかを決定
づける重要な要素と言えるでしょう。そして、新たな方向
性が示された場合に、人々がどう捉え、どう業務に落と
し込むかを決める心理的なコミットメントにもなり得ると
も言えます。

また、組織文化はその企業が能力的に何ができるかを
決定づけるものであり、さまざまな変革を起こす場合のイ
ネーブラーの1つにもなります。事業転換、自動化、ロボティ
クス、働き方改革など、企業にはさまざまな変革があり
ますが、これらを遂行するためには新たな能力が必要に
なります。そのため、変革を円滑に推進していくためには、
まずはその変化に適合した組織文化にしていき、組織とし
て必要な能力を身に付けるための土壌作りをしていくこと
が先決となるでしょう。

企業にとって、今後はより変革を迫られる時代となり
ます。変革を加速し、企業を成功に導く要因として、組
織文化は事業の継続・発展と切っても切り離せないもの
と考えられます。本稿は、PwCの戦略コンサルティング
部門Strategy&に属する、組織文化の研究組織である
Katzenbach Center（カッツェンバック・センター）によっ
て実施されたグローバル組織文化調査（2021年）をベー
スに、日本企業における組織文化の捉え方と組織文化を
ドライバーとした変革について考察し、環境変化のスピー
ドが高まる将来に向けて、組織文化を変革させ続けるた
めに必要なチェックリストを提案します。

*  VUCA：Volatility（変動性）、Uncertainty（不確実性）、Complexity（複
雑さ）、Ambiguity（曖昧さ）の4つの言葉の頭文字をつなげた言葉で、
4つの要因によって将来予測が困難な状況を表す。
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グローバルで市場を席巻している企業を見ると、それぞれが特
徴的な企業文化を有していると言える。その独自性を活かし、新
しい取り組みを実現したり、社内外の人材を魅了したりしている
企業が以前よりも増えてきているようにも感じられる。商品やサー
ビス、またそれらを形作る技術や製造工程、組織体制は、他社
に簡単に真似されてしまう可能性もある。しかしながら、組織文
化は各企業が固有に備えるものであり、他社が真似できるもので
はない。グローバル組織文化調査のレポートによれば、組織文化
の特性をさらに進展させ、戦略目標達成に向けた適切な行動を
促進する施策を講じることで、ユニークな組織文化は企業の競争
優位性につながるとしている。このことからも、人々の行動や意
識決定を左右する組織文化の重要性はより高まってきていると言
えるだろう。

■世界中の企業で重視される組織文化

カッツェンバック・センターが過去3回実施したグローバル組織
文化調査によると、「自社の組織文化は経営陣のアジェンダの中
で重要テーマである」との記述にどの程度同意するかという質問
において、「非常に同意する」または「同意する」という回答が
2013年では53%であるのに対し、2018年では61％、2021年で
は66%にも上った（図表1）。世界中のビジネスリーダーが、数
ある経営に関するトピックの中でも組織文化を重要テーマとして
捉えており、その優先度は年々高まってきていることがうかがえる。
また、グローバルでの調査結果を見ると、半数以上の回答者が
組織文化は業績にとって、今や組織の戦略や経営モデルよりも重
要と回答している（図表2）。

このようにグローバルでは組織文化の重要性が高まっている一
方で、同じ質問に対する日本企業のポジティブな回答の割合は
53%にとどまり、スイスに次いで低い割合となっている（図表3）。
この結果のみを見ると、日本企業においては組織文化の重要性
への認識が低いと考えられる。

グローバルにおける

組織文化の

重要性の高まり

1：
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図表1： 組織文化の役割 
―経営幹部層が重要視するテーマか（グローバル、2013年、2018年、2021年）

出典：PwC「グローバル組織文化調査2021」

出典：PwC「グローバル組織文化調査2021」

図表2： 組織文化の役割―組織文化は成果を上げるにあたって戦略やオペレーティングモデルよりも 
重要か（グローバル、2021年）

■ そう思う　■ どちらとも言えない　■ そう思わない

55% 30% 15%

図表3： 組織文化の役割―経営幹部層が重要視するテーマか（国別、2021年）
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出典：PwC「グローバル組織文化調査2021」
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■ 経営陣と従業員の間に生じている 
認識のギャップ

一方で、回答結果をポジションレベル別に分
解して見ると、異なる示唆が得られる。日本企
業の回答者のうち、経営幹部・取締役会役員
では、75%（グローバル：80%）が組織文化
を重要視していると回答しているのに対し、従
業員では36%（グローバル：55%）と、回答
割合が約40ポイントも開いており、組織内の階
層間で認識にギャップが生じていることが分かる
（図表4）。

また、組織文化に関わるその他の項目におい
ても同様に、経営陣と従業員で認識に差が生じ
ていることが明らかとなった。「非常に共感する」
「共感する」といったポジティブな回答をした割
合を経営陣と従業員以下で比較した場合（以
下、「経営陣の回答割合」対「従業員以下の回
答割合」で表現）、「自社には明確な存在意義
がある」という問いでは80%対46%（グローバ
ルは79%対65%）、「自社の経営陣は一貫して、
存在意義、価値観、組織文化を体現するロー
ルモデルとなっている（自ら実行している）」は
60%対23%（グローバルは73%対46%）、「私
は組織の存在意義に個人としてのつながりを感
じる」は65%対31%（グローバルは83%対
54%）、「私は組織の中で自分らしくいられると
感じる」は60%対19%（グローバルは77%対
52%）といった結果となっている。グローバル
においても階層間における認識のギャップはあ
るものの、日本ではそれを上回る差異が生じて
いることが分かる。

■ 組織文化におけるオーセンティシティ
の欠如

「グローバル組織文化調査」では、2018年、
2021年の調査においても組織文化における経
営陣の見方と従業員の体験には大きな隔たりが
あることに焦点を当てており、「オーセンティシティ
（真正性）の危機」と表現している。オーセン
ティシティ（真正性）とは、経営陣が語る組織
文化や価値観、パーパスのあり方と従業員が実
際に体験するものの一貫性を指しており、一貫
性の欠如は両者間にある信頼という感情にネガ
ティブな影響を与える。これは、組織変革に向
けて従業員を動機付け、目指すべき方向への行
動を促すことを困難にし、組織文化への投資効
果を得る上での障害であるとも述べている。オー
センティシティは信頼というポジティブな感情だ
けでなく、ビジネス上の成果とも相関関係にあ
るため、経営陣と従業員間の認識の隔たりがグ
ローバルよりも大きい日本では、組織文化の変
革におけるバリアもより大きく、取り組むべき喫
緊の課題だと言えるだろう。

図表4： 組織文化の役割とリーダーシップ＆チーム 
―経営陣と従業員の認識の乖離（階層別グローバルとの比較、2021年）

■ 経営陣　■ 従業員

80%

55%
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36%

79%
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80%
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73%

46%

60%

23%
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31%

77%

52%

60%

19%

日本 グローバル

組織文化は経営陣のアジェンダの
重要テーマである

私は組織の中で
自分らしくいられると感じる

私は組織の存在意義に
個人としてのつながりを感じる

自社の経営陣は、存在意義、価値観、
組織文化を自ら実行している

自社には明確な存在意義がある

出典：PwC「グローバル組織文化調査2021」
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冒頭で述べたように、テクノロジーの進化による外部環境の変
化は企業に大きな影響をもたらしてきた。テクノロジーの進化に
ついては、そのスピードは速いものの連続的な変化であったため、
多くの企業にとって対応は可能であった。一方で、突発的かつ世
界規模で生じたCOVID-19の流行は、人々の生活や行動様式も
変え、ビジネスのあり方にも大きな影響を及ぼした。

■ COVID-19によるビジネスおよび働き方への影響

今回の調査によると、グローバルでも日本においても同様に
COVID-19によるビジネスへの影響が出ており、いずれにおいて
も売上や利益、取引額が減少したという回答の割合が高い結果と
なっている（図表5）。

変革の必要性

図表5： 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響（グローバルとの比較、2021年）

外部環境の変化と

2：

0% 20% 40% 60% 80% 100% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本 グローバル

顧客満足度 29%3%15%36%17%

12%
3%16%58%11%

21%3%26%39%11%

8%
2%46%30%14%

11%
4%40%28%17%

14%
3%

14%40%29%

7%
1%30%45%17%

11%
1%

31%32%25%

8%
4%

42%23%23%

7%
3%

38%26%26%

■ 増加した　■ 影響なし　■ 減少した　■ 当てはまらない　■ 分からない

売上／利益

従業員満足度

従業員数

取引額

出典：PwC「グローバル組織文化調査2021」



また、このパンデミックは、組織の中で働く人々のワークスタイ
ルにおいても、大きな転換をもたらした。リモートワークの導入
も含め、これまでと異なる働き方を適用せざるを得ない状況にあ
り、これにより素早い意思決定や製品やサービスの刷新といった
要素において容易になったというポジティブな影響も一部に見ら
れる。

しかしグローバルの結果を見ても、「同僚とのコラボレーション」
や「同職場における連帯感の醸成、維持」など働き方の各要素
において過去12カ月で「容易になった」というポジティブな回答
は20%に満たず、「困難になった」というネガティブな回答が上
回る結果となっている。日本においては、各要素においてポジティ

ブな回答が10%前後である一方で、「優秀な人材の育成、コー
チング」と「顧客ニーズへの対応」においてネガティブな回答が
37%にも上った（図表6）。

このようにパンデミックによって半ば強制的に、ワークスタイル
がポジティブにもネガティブにも変化した中で、グローバル、日本
ともに60%以上の回答者がCOVID-19の影響を受けてビジネス
モデルやオペレーティングモデルを変革する必要があると回答して
いる（図表7）。いまだ感染の終息が見えない中でこの状況に適
応して生き残っていくためには、これまでとはビジネスのやり方を
変える必要があると考えている企業が多いことが分かる。

図表7： ビジネスモデルの変革 
―COVID-19の影響を受けて自組織のビジネスモデル／オペレーティ
ングモデルを変革する必要があるか（グローバルとの比較、2021年）

図表6：働き方―COVID-19によって容易となった、または困難となった要素は何か（グローバルとの比較、2021年）

0% 20% 40% 60% 80% 100% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本 グローバル

■ 容易になった　■ 以前と同様　■ 困難になった　■ 分からない

同職場における連帯感の醸成、維持

優秀な人材の育成、コーチング

同僚とのコラボレーション

顧客ニーズへの対応

製品やサービスの刷新

期待される結果の創出

迅速な意思決定 8%27%54%11%

4%32%53%11%

9%37%50%4%

7%31%52%10%

7%37%47%9%

10%29%52%9%

5%32%54%9%

2%28%50%20%

1%38%43%18%

5%42%41%12%

2%41%41%16%

4%32%48%16%

7%29%45%19%

3%36%46%15%

61%
グローバル

69%
日本

　■ そう思う　■ そう思わない　■ 分からない

出典：PwC「グローバル組織文化調査2021」 出典：PwC「グローバル組織文化調査2021」

8  PwC | グローバル組織文化調査2021―日本企業における組織文化変革



■今後ビジネスにおいて改善が必要となる要因

ビジネス上の成功要因はさまざまであるが、今後改善が必要
な要因を問う質問においては、グローバル、日本ともにトップ3の
要素の中に「人材の採用とリテンション」「デジタル化」の2つが入っ
ている。もう1つの要素としてグローバルでは「イノベーション」、
日本では「コスト削減」が挙がっている（図表8）。グローバルで
3番目にランクインしている「イノベーション」は日本では14要素
中9番目、日本で2番目にランクインしている「コスト削減」はグロー
バルでは13番目に位置し、どの要素に着目しているかという点に
多少なりとも違いが表出している。

グローバルでは「デジタル化」や「イノベーション」など、変
革をベースとした要素がビジネス上の成功につながると見ており、
これによって外部環境の変化にも適応し、持続的な経営を目指し
ているということが言えるだろう。一方、昨今のグローバルの波
に押され「デジタル化」を推進する動きはあるものの、日本企業
は「コスト削減」により利益を確保し、これまでと変わらない経
営を目指すとともに、継続的な雇用を維持するためにリスクは取
らず変革には消極的であると考えられる。事実、日本企業の組
織文化の特徴として、リスクを回避する傾向が強いことが調査に
よって明らかになっている（図表9）。

COVID-19の拡がりとそれによる変化は突如として起こった。こ
のような非連続的な変化は今後も生じる可能性があり、企業はよ
り柔軟かつ迅速に対応することが求められるだろう。外部変化に
合わせて変えていくだけでなく、先見性をもって企業自らが変革
を起こし、マーケットに対してインパクトを創出していくこともより
重要になっていくと考えられる。次の章では、日本企業における
変革について見ていく。

図表8： ビジネスイネーブラー―改善が必要なビジネス上の成功要因は何か（グローバルとの比較、2021年）

図表9： 日本企業における組織の主要特性―組織の特徴を表しているのはどちらか（2021年）
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漸次的に変革する

肩書・等級を重視する

非公式的な関係性の中で業務を完遂する

財務指標を主に重視する

リスクを許容する

定められたプロセス／手順を守る

意思決定は合意形成で行う

衝突を許容する

成果を重視する

チームでの成果を強調する

内部のオペレーションに集中する

問題が起きる前に予防する

急進的に変革する

フラットで非階層型の組織である

公式的な指示系統の中で業務を完遂する

幅広い成果指標を重視する

リスクを回避する

臨機応変な対応を奨励する

出典：PwC「グローバル組織文化調査2021」

出典：PwC「グローバル組織文化調査2021」
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目まぐるしい変化が生じる環境の中で企業が生き残るには、こ
れまでのやり方は通用せず、何らかの変革が必要となる。しかし
ながら先にも述べたように、ただ戦略やオペレーティングモデルを
変えただけでは人々の行動は変わらず、組織文化との間に不一致
が生じてしまうことで変革が失敗に終わることは、容易に想像が
つくだろう。変革の際には、組織文化も併せて考慮することがポイ
ントとなり、戦略、オペレーティングモデル、組織文化の3つをマッ
チさせた形で変革を進めていくことが肝要となるのである。

■ 変革を成功に導くためのチェンジマネジメントと 
その充足度

組織文化も含め、変革を成功に導くには困難がつきものである。
コミュニケーションが不足していたり、ステークホルダーをうまく
巻き込めていなかったりなど、さまざまな要因で変革が失敗に終
わるケースは往々にしてある。これらをうまく乗り越え、変革を成
功に導く手法がチェンジマネジメントである。

チェンジマネジメントにはいくつかの要素が必要となり、今回の
調査ではそれらが組織内にどの程度備わっているかについても検
証した。調査の結果（図表10）によると、「経営陣から変革の基
調が打ち出されている」という記述に同意した割合は、日本企業
においては38%と半数を下回る結果となっている（グローバル：
64%）。また、変革をサポートするためのコミュニケーションやエ
ンゲージメント活動が組織から提供されていると回答した割合は
32%（グローバル：61%）、経営陣から明確な支援やサポートが
あると回答した割合は33%（グローバル：60%）、従業員同士
のネットワークによって非公式的に変革をお互いにサポートしてい
ると回答した割合は23%（グローバル：62%）であった。いず
れにおいても、日本はグローバルの結果から20%以上も下回る
結果となっており、大きなギャップがあることが分かる。こうした
結果は、日本企業が変革を起こしづらい、成功させづらい状況に
あることを指し、時流に応じて大きな転換を求められる場合にグ
ローバルに後れを取る可能性が高いと考えられる。

日本企業における

変革と

チェンジマネジメント

3：
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■日本企業とチェンジマネジメント

では、なぜ日本ではチェンジマネジメントの基盤を整えてい
る企業がグローバルと比して少ないのだろうか。本項では私た
ちの経験に基づいて、2つの仮説とそれらへの対処法を挙げる。

• 変革を前提としないオペレーティングモデル
日本企業の1つの特徴として挙げられるのが、安定したオ
ペレーションである。明確に手順が決まっており、運用の中で
ミスがないかをモニタリングし、安定的にオペレーションを回
していくことが前提条件としてある。そのため、そのモデルを
大きく変えたり、他の新しいモデルを取り入れたりすることが
想定されていないケースが多く見受けられる。事実、日本企
業の組織特性として、既存プロセスに則り、即時的な対応は
しない傾向が強いことが、調査で明らかになっている（図表9）。
そのため、チェンジマネジメントに対するノウハウも少なく、
ゴール設定ができていない場合や、仕掛けづくりはできてい
るものの意識定着にまで考えが及んでいない場合もある。

対処法としては、まずは、継続的に変えることを前提として、
日々の業務の中に一定程度の柔軟性を持たせることが重要と
なる。小さな変化でもアジャイル的な対応を繰り返すことで、
変革を日常のものとしていくことができる。また、こういった
日常の変革を通じて組織内部でチェンジマネジメントのナレッ
ジを蓄積していくこと、そして、外部からスペシャリストを招
いて必要な要素を漏れなく取り入れ、チェンジマネジメントに
必要な環境を整備することも一案となる。

• リスク回避型で権限委譲がされない階層型組織
日本企業の組織特性としてリスクを回避する傾向にあるこ

とが分かっている（図表9）。
リスク回避型のため、トップから現場に権限委譲がなされ
ず、現場の従業員のオーナーシップや危機意識が弱いケース
がある。そのため、現場の従業員においては、外部変化に対

して変革の必要性を感じておらず、切迫感があっても承認を
得るまでのプロセスが長く、現場での裁量権がないため変革
を提起するまでに至っていない場合があると考えられる。ま
た、経営層においては、変革などのリスクや痛みを伴う転換
になかなか舵を切ることができていないことも挙げられる。
経営層が変革に対してコミットした場合でも、日本企業特有
の階層型組織が阻害要因として働くと考えられるだろう。組
織階層が多いと、新しい方針を上意下達で伝えることが難し
く、組織内で上下の認識が分断されてしまうケースもある。
これらの問題に対しては、変革の阻害要因となっている組
織内の階層数を変え、上下のコミュニケーションのしづらさに
テコ入れすることも考えられるものの、大きな変革を伴う組
織構造の再構築は日本企業にとってはハードルが高いと言え
るだろう。そこでまずは、組織内のコミュニケーションバリア
を軽減していくために、ミドル層を巻き込むことが先決となる。
巻き込んでいくためには、変革のカタリストとなるチェンジエー
ジェントを設置し、トップマネジメントからのメッセージをカス
タマイズした形で伝えていく必要がある。ミドルマネジメント
を巻き込み、トップ層とスタッフ層の橋渡し役を担ってもらう
ことで、上下に分断された組織の一体化を目指すことができ
るだろう。
このように、日本企業には特有の阻害要因があると考えられ
る。全てをグローバルのやり方に無理に合わせる必要はなく、
それぞれの状況に合った方法で変革を促す土壌を醸成していく
ことが、外部変化に追いつくための第一歩となり得るだろう。

図表10： チェンジマネジメント―変革のマネジメントに必要な 
要素の充足度（グローバルとの比較、2021年）

日本 グローバル

64%38%

62%23%

61%32%

60%33%

経営陣から変革の基調を
打ち出している

経営陣から明確な
支援やサポートがある

従業員同士のネットワークによって、
変革に際して非公式的にお互いを

サポートしている

変革をサポートするために、
組織はコミュニケーションや

エンゲージメント活動を提供している

出典：PwC「グローバル組織文化調査2021」
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前章で述べたように、日本においてチェンジマネジメントの土
壌が整備されている企業はグローバルと比して少なく、今後より
グローバル化するビジネス環境の中で日本企業が生き残るために
は、いかに変革を促すインフラを整備していくかが重要な鍵となる。
しかしながら、たった一度の変革では絶え間ない環境変化には耐
えられず、その時々の情勢や風向きによって少しずつ調整していく
必要がある。本章ではチェンジマネジメントをけん引する要素とし
て組織文化に焦点を当て、恒常的に組織文化の変革を進めるた
めに押さえるべきポイントを、7つの要諦として整理した。

備えるべき

7つの要諦

組織文化を変革し続けるために

4：

図表11：組織文化を変革し続けるために必要な7つのポイント

1 現状理解 現状の組織文化の特徴を明確に理解し言語化できるか

2 変革のビジョン 組織文化の変革によってどのように行動を変えたいのかに
ついて、具体化できているか

3 経営陣のコミットメント 経営陣が変革にコミットしているか

4 スペシャリストの配置 チェンジマネジメントの専門知識を持った人材が配置され
ているか

5 波及させる仕組み 組織横断的に変革を広めるためのプロセスやツール、 
体制が構築できているか

6 クイックウィン 短期的かつ小規模な成功体験を従業員が感じているか

7 効果検証 組織文化変革の効果を可視化でき、検証できる状態にある
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1. 現状理解：現状の組織文化の特徴を明確に理解し 
言語化できるか
自分たち自身の組織がどのような特徴を持っているかを、具体
的に理解している必要がある。スタート地点が分からない状態で
何かを始めてもゴールへの道筋が描けないからである。そのため
にも、まずは自組織の組織文化を文章に落とし込める程度にまで
具体化する必要がある。一部の企業ではクレドとして企業の信条
や従業員の行動指針を明文化しているところもある。クレド作成
まではいかずとも、自組織のカルチャーがどのような要素で形作
られているかを明確にすることで、現状を把握することができる。
そして、組織文化の特徴を理解することで、強みとなる要素は変
革に向けたテコとして活用し、弱みは変革の妨げになる懸念点と
して事前に対策を打つことができるようになるのである。

2. 変革のビジョン：組織文化の変革によってどのように行動を 
変えたいのかについて、具体化できているか
カルチャーという観点においては、考え方よりも行動様式の方
がより重要な意味合いを持つ。一般的には、変革に向けた新た
な価値観を広く伝えることで考え方を変え、行動を変えることで文
化を変えようと試みる。しかしながら、単純にトップダウンでビジョ
ンを伝え、研修プログラムを提供しても、人々の考え方や行動は
簡単には変えられない。したがって、組織文化を特徴づける主要
な行動において、具体的かつ繰り返し実行可能であり、さらには、
観察と測定が可能な変化を起こすことが、変革の第一歩となる。
この第一歩をどの方向に踏み出すのか、そのベクトルを決めるの
が、変革におけるビジョンである。何をどのように変えたいのか、
ありたい姿を具体化し、現状の行動をどのように変容すればそれ
が実現できるのかを見定めた上で、変革のスタートを切ることを
おすすめしたい。

3. 経営陣のコミットメント：リーダー／経営陣が 
変革にコミットしているか
人々は安定を求め、不確実性を回避する傾向にある。組織内

で何かを変革することになった場合、行く先が見えず、従業員に
不安と動揺をもたらす。そうなった際に経営陣は変革のビジョン
を示し、人々を動機付け、サポートする役割を担うことになる。
そして、示したビジョンを自らがロールモデルとなって体現し、言
行一致させることが求められる。これが経営陣のコミットメントと
なる。組織の経営陣の一人ひとりが当事者意識を持ち、意思統
一していることが、変革を続ける成功要因の1つになるのである。

4. スペシャリストの配置：チェンジマネジメントの専門知識を 
持った人材が配置されているか
変革の取り組みは長期的かつ組織横断で行うことが多く、ステー

クホルダーの多さやコミュニケーションの複雑さがその難易度を上
げる。変革のDay1にビジョンを掲げ、従業員を先導し、変革の取
り組みのスポンサーを担うのはリーダーシップチームである。一方
で、ステークホルダー分析、コミュニケーションプラン立案、研修

計画プログラムの立ち上げなど、変革の取り組み全体を通して、チェ
ンジマネジメントの専門知識をもって全体をコントロールする人材
が必要不可欠である。変革に対して抵抗感を持つ従業員にどう対
処するか、どのように新しい行動を定着させるかなどについて、そ
の時々に応じた施策を検討できる人材やチーム体制を構築すべき
である。また、変革の結果をしっかり評価し、チェンジマネジメン
トの専門家に報いるような制度も整備しておきたい。
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5. 波及させる仕組み：組織横断的に変革を広めるための 
プロセスやツール、体制が構築できているか
いかに経営陣やチェンジマネジメントの専門家が社内の人々に
対して変革を叫ぼうとも、その声が同じ影響力を持って全ての階
層、部署、地域に響き渡るわけではない。そのため、変革を組
織全体に浸透させるような施策を整備しておく必要がある。変革
ビジョンのコミュニケーションを例に挙げた場合、従業員全員に
訴求するツールは何があるだろうか。メール、ニュースレター、イ
ントラネット、全社会議など、どのようなチャネルが使えるかを明
確にしておく。また、行動変容を各チーム、各レイヤーに展開し
ていく体制として、チェンジエージェントの設置も考えられる。特
に階層型組織が多い日本企業では経営陣と従業員の間に距離が
あるため、経営陣の行動変容や考えが伝わりづらいことは想像に
難くない。そこで各組織内でビジョンを代弁し、改革を推し進め
る役割がチェンジエージェントである。人は身近な他人の言動の
影響を受けやすい傾向にあることから、より強力な波及効果を見
込めるだろう。公式の肩書や役割にかかわらず、周りに影響を与
え、動機付けできるようなインフルエンサーを特定して、チェンジ
エージェントに任命することも一案である。

6. クイックウィン：短期的かつ小規模な成功体験（クイックウィン）
を従業員が感じているか
ポイント3でも述べたように、人々は安定や確実性を求める傾

向にあり、何かを変えることに対してネガティブな印象を受ける人
や反発する人も一定数いるだろう。そのため、何も変化しないまま、
結果が出ないままで変革の取り組みを続けることは、人々を不安
定な環境に晒し続けることにもなり、取り組み自体に対する不信
感を醸成してしまうリスクがある。したがって、初期の段階で小さ
くとも「何か変わった」という体験を従業員が感じられるようにし
て、本取り組みを受け入れてもらえるような機運を高めることが
必要になる。そして、この成功体験を1回で終わらせないことも
重要なポイントとなる。変革は時間がかかるものであるため、取
り組みが長期化することで、変革疲れが生じたり、いつの間にか

忘れられてしまったりして、失敗に終わるケースもある。クイック
ウィンを積み重ねることで、人々の興味関心を引き続け、参加メ
ンバーのモチベーションも維持していくことを推奨したい。

7. 効果検証：組織文化変革の効果を可視化でき、 
検証できる状態にあるか
組織文化は概念的なものと位置づけられることが多く、抽象的
な議論に陥りがちである。そのため、実際に組織文化を変革した
場合に組織に属する人々が自分自身のビジネスや仕事にどう影響
するかを具体化できず、このトピックを避けて従業員自ら考えたり
議論したりする機会を逃してしまう場合がある。このような状況を
回避するためには、この変革が、つまり行動を変容させることが
どのように業績や成果に結び付くかを、具体的に示す必要がある。
そのためには、積み重ねによって成果を測定できるような行動を
選択することが肝要となる。また、効果のモニタリングやマネジメ
ントも積極的に行いたい。今日は効果的な組織文化でも、明日
にはその状況も変わり、効果が十分に発揮されないかもしれない
というのがVUCA時代なのである。時代の流れを察知し、いつで
も適切な方向に舵を切れるよう備えておきたい。

組織文化は組織に属する人々の日々の行動や考え方に深く根
ざしているため、仕組みや方針を変えたからといって一朝一夕に
変革させることはできない。変革と言っても突如方向転換ができ
るものではなく、企業文化を構成する一人一人の行動や考え方を
変えるため、時間も労力も要する作業となるからである。さらに、
企業が組織文化を外部変化に対応するための原動力とし、競争
力の源泉とするためには、今ある文化を尊重しつつもその時々に
応じて、リソースを投じて調整していく必要がある。

本章で紹介した7つの要諦は、こういった継続的な変革をサポー
トするための土壌が整備されているかを確認するチェックリストと
なる。自身が属する組織ではいくつの項目が当てはまっただろう
か。より変化が速まっていく時代で生き残るためには企業も自ら
変わっていく必要があり、同じ文化、方針、やり方では通用しない。
組織文化を触媒として、継続的な転換が求められるであろう。自
身が所属している組織において、文化変革の準備は整っているだ
ろうか。
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最後に
テクノロジーの進歩や人口構造の変化、気候変動など、
社会経済の中でマクロ的な潮流があり、この変化に対し
て多くの企業で対応が急がれています。このような流れは
企業活動に対する大きな障害とも捉えられますが、一方
で大きな好機も存在します。COVID-19の世界的流行に
おいても、ワークスタイルの変革を余儀なくされた企業は
多いでしょう。新たな働き方を確立することは、これから
の時代を生き残る上で重要なポイントとなります。今後も
時代の潮流が大きく変わっていくことは必至であり、それ
に合わせて何かを変えていくことは、どの組織においても
当たり前のことになるでしょう。しかしながら、戦略や仕
組み、体制だけを変えても人々がそれに追従してくれると
は限りません。何かを変えるには人々の日々の行動や考
え方、価値観、つまり、組織文化をアラインさせる必要
があります。

本稿では、グローバル組織文化調査（2021年）の結
果をもとに、グローバルでの結果と対比して、日本企業
の特徴や課題を導出しました。その中でも特に、組織内
における経営陣と従業員で組織文化に対する認識が一致
していない（オーセンティシティの欠如）、チェンジマネジ
メントに必要な条件が不足しているなどの課題が挙げら
れました。

今後も企業はさまざまな外部変化に晒され、適応して
いくことを余儀なくされるでしょう。このような環境下で日
本企業が生き残るためのヒントとして、組織文化を変革
し続けるためのポイントを7つに整理しました。外部変化
に対しては組織も何かしらの変革が必要になり、そのた
めには先行して組織文化を変革していく必要があるからで
す。また、変革は一度きりではありません。今後、度々
生じる時流の転換点に備えて幾度となく変革が求められる
ことから、「変革し続ける」ことにも重点を置いています。

多くの企業が急速な時代の変化に晒されています。組
織文化の変革をスタートとして、日本企業が今後も生き残
り続けるために、本稿がその一助となれば幸いです。
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